
















































ない。欧州財務報告諮問グループ（European Financial Reporting Advisory Group: 
EFRAG）およびその他の回答者は、このような公開草案の提案に対して、持分法に関する
明確な概念的な基礎が欠如しており、その他の規定と矛盾する可能性があることを指摘して


























　まず、投資会社の増資前持分比率を k0 0.2  k  0.5、増資後持分比率を k1 とし、持分法











B1  B0  k1E1  k0E0




フトバンク株式会社は、同社の持分法適用関連会社であるAlibaba Group Holding Limited が 2014 年 9
月にニューヨーク証券取引所に上場したことに関連して、599,141 百万円の持分変動利益を計上してい








額 B1  B0が持分変動差額として認識されることになる。
　ここで、（1）式に着目すると、持分法適用関連会社の時価発行増資によって生じた投資会
社の持分変動額は、右辺第 1項の k1 E1  E0と第 2項の E0 k1  k0という 2つの構成要素
に分解することができる。
　まず、k1 E1  E0は、持分法適用関連会社に対するその他の株主による払込が行われるこ
とで、持分法適用関連会社の資本が増加し、これによって投資会社の持分が増加することを
示している。これは、時価発行増資が行われることによって持分法適用関連会社の資本は必
ず増加する E1  E0ことから、k1 E1  E0は正の値になる。したがって、投資会社による増
資株式の引受の有無に関わらず、投資会社の持分の増加をもたらすことになり、投資会社か
らみると、受贈益としての性質を有していると考えることができる。
　次に、E0 k1  k0は、持分法適用関連会社の時価発行増資によって投資会社の持分比率が
変動し、これによって投資会社の持分が増減することを示している。投資会社による増資株
式の引受がなかった場合を前提とすると、投資会社の持分比率は下落する k1  k0ことにな
り、E0 k1  k0は負の値になる一方で、持分法適用関連会社のその他の株主は E0 k0  k1の
























































































修正として取り扱われることになるため、修正後の維持すべき資本 E 0 は、
E 0 E  E0
となる。そして、このようにして修正された期首資本の超過回収額 は、
  E1  E 0













































　まず、期首連結対照表における親会社株主持分を E p0、非支配株主持分を E n0 とすると、親
会社と子会社から構成される企業集団の期首資本 E0 は、
E0  E p0  E n0
となる。そして、連結子会社の時価発行増資により、非支配株主が Iの払込を行い、非支配
株主の持分がE n変動した場合、持分変動差額 Dは、
（2）D  I E n
となる。ここで、（2）式を変形すると、














き資本 E 0 については、
E 0  E p0  E n0   E n  D
となる。
　そして、企業集団の期末資本を E1 とすると、修正された資本 E 0 の超過回収額は、
  E1  E 0
































から構成される（IFRS10 号付録 A、改正連結基準 1項）。そこでの企業集団の範囲を決定
する概念は、支配であり、支配が及ぶ範囲がエンティティーの内側、及ばないのが外側とさ
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